
 

１．重要な会計方針

（1）　固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産　：　 定額法によっている。

②無形固定資産　：　 定額法によっている。なお、ソフトウエアについては、法人内における利用可能期間(5年)

　　　　　　　　　　　　 　により償却している。

③リース資産　：　  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（2）　引当金の計上基準

①賞与引当金　：　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　 ②退職給付引当金　：　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上している。

　 ③役員退職慰労引当金　：　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

（3）　リース取引の処理方法

　・ファイナンス・リース取引

（4）　消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理は税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

合　　　計 374,236,842 (30,000,000) (82,140,000) (262,096,842)

小　　　計 344,236,842 － (82,140,000) (262,096,842)

 事務所移転費用積立資産 36,140,000 － (36,140,000) －

 役員等退職慰労引当資産 4,715,000 － － (4,715,000)

 固定資産取得積立資産 46,000,000 － (46,000,000) －

 特定資産

 退職給付引当資産 257,381,842 － － (257,381,842)

小　　　計 30,000,000 (30,000,000) － －

定期預金 30,000,000 (30,000,000) － －

円 円 円 円

 基本財産

合　　　計 315,037,459 68,303,101 9,103,718 374,236,842

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
 （うち負債に対応

する額）

小　　　計 285,037,459 68,303,101 9,103,718 344,236,842

 固定資産取得積立資産 0 46,000,000 0 46,000,000

 事務所移転費用積立資産 36,140,000 0 0 36,140,000

 退職給付引当資産 245,152,459 21,133,101 8,903,718 257,381,842

 役員等退職慰労引当資産 3,745,000 1,170,000 200,000 4,715,000

 特定資産

小　　　計 30,000,000 0 0 30,000,000

 基本財産

 定期預金 30,000,000 0 0 30,000,000

財務諸表に対する注記

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の売買

　取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

円 円 円 円



 

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

５．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

６．関連当事者との取引の内容

該当なし。

７．重要な後発事象

該当なし。

８．リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　  リース資産の内容

その他固定資産

　 本部及び各支部並びに相談室における事務局用及び相談業務用パソコン133台と、FortiGate、ファイルサーバー、

 WSUS導入一式である。

９．退職給付関係

（1）　採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

（２）　退職給付債務及びその内訳

①退職給付債務

②会計基準変更時差異の未処理額

③退職給付引当金(①+②)

（３）　退職給付費用に関する事項

①勤務費用

②会計基準変更時差異の費用処理額

③退職給付費用(①+②)

（４）　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

１０．資産除去債務関係

事務所の不動産賃貸借契約に基づく、退去時における原状回復に係る債務を有しているが、当該債務に関連する賃借資産

の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定していないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができないため、

当該債務に見合う資産除去債務を計上していない。

△ 257,381,842円

21,133,101円

－

21,133,101円

          退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算している。

△ 257,381,842円

－

 基本財産受取利息計上による振替額 4,126

合　　　　計 4,126

内　　　　容 金　　　額

円

 経常収益への振替額

合　　　　　計 350,174,456 260,301,467 89,872,989

ソ フ ト ウエ ア 144,503,395 119,939,359 24,564,036

リ ー ス 資 産 30,024,952 18,762,082 11,262,870

什　器　備　品 61,120,115 41,305,786 19,814,329

建物附属設備 114,525,994 80,294,240 34,231,754

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

円 円 円



１．基本財産及び特定資産の明細
    基本財産及び特定資産の明細については、財務諸表に対する注記2.基本財産及び特定資産の増減額及びその
残高に記載している。

２．引当金の明細
(単位：円）

目的使用 その他

17,473,732 17,278,404 17,473,732 0 17,278,404

245,152,459 21,133,101 8,903,718 0 257,381,842

2,145,000 1,170,000 0 0 3,315,000

(注)　引当金の計上基準については、財務諸表に対する注記に記載している。

賞与引当金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

附　属　明　細　書

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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